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   筑波大学授業料の免除及び徴収猶予規程 

 

 （趣旨） 

第１条 この法人規程は、筑波大学学群学則（平成１６年法人規則第１０号。以下「学群学則」

という。）第４６条及び筑波大学大学院学則（平成１６年法人規則第１１号。以下「大学院学則」

という。）第５２条の規定に基づき、授業料の免除及び徴収猶予に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

 

（法令等との関係） 

第１条の２ 学群学則第４４条第１号に規定する免除に関し、この法人規程に定めのない事項に

ついては、大学等における修学の支援に関する法律（令和元年法律第８号。以下「修学支援法」

という。）及びその他関係法令等の定めるところによる。 

２ 第２条第１項第３号及び同条第２項第３号から第５号までに規定する事由による免除につい

ては、他に別段の定めがある場合を除き、この法人規程の定めるところによる。 

 

 （学長が相当と認める事由） 

第２条 学群学則第４４条第４号の法人規程で定める学長が相当と認める事由は、次のとおりと

する。 

 (1) 大学等における修学の支援に関する法律施行規則（令和元年文部科学省令第６号）第９条

第３項に該当しない者であって、授業料の各期ごとの納付の時期前６月以内（新入学者に対

する入学した日の属する期分の免除に係る場合は、授業料の納付の時期前１年以内）におい



 
 

て、当該者の学資を主として負担している者（以下「学資負担者」という。）が真にやむを

得ない事由により失職し、著しく経済的に困難をきたしている場合。ただし、学資負担者の

失職の事由が長期療養のためである場合は、その時期が授業料の納付の時期前６月以内（新

入学者に係るものにあっては１年以内）であることを要しない。 

(2) 文部科学省特別支援事業の実施に伴う対象者であって、経済的に困難をきたしている場合 

(3) 学群英語コースに在学する学生であって、在学中の学業成績が特に優れ、経済的に困窮

しているものと認められる場合 

(4) その他学長が特別な事情があると認める場合 

２ 大学院学則第５０条第３号の法人規程で定める学長が相当と認める事由は、次のとおりとす

る。 

 (1) 授業料の各期ごとの納付の時期前６月以内（新入学者に対する入学した日の属する期分の

免除に係る場合は、授業料の納付の時期前１年以内）において、学資負担者が真にやむを得

ない事由により失職し、著しく経済的に困難をきたしている場合。ただし、学資負担者の失

職の事由が長期療養のためである場合は、その時期が授業料の納付の時期前６月以内（新入

学者に係るものにあっては１年以内）であることを要しない。 

 (2) 文部科学省特別支援事業の実施に伴う対象者であって、経済的に困難をきたしている場合 

(3) 学長が指定する研究群に置く学位プログラムに在学する学生であって、学業成績が優れ

ているものと認められる場合 

(4) グローバル教育院に在学する学生であって、学業成績が優れているものと認められる場合 

(5) 学長が指定する研究支援プログラムに採用された学生であって大学院の教育課程におい

て優れた研究業績を挙げたものと認められる場合又は学長が指定する大学院の教育課程に

在学する学生であって入学時の成績が特に優れているものと認められる場合若しくは優れ

た研究業績を挙げたものと認められる場合 

(6) その他学長が特別な事情があると認める場合 

３ 学群学則第４５条第４号又は大学院学則第５１条第４号の法人規程で定める学長が相当と認

める事由は、学資負担者の失職等やむを得ない事情があり、各期ごとの授業料の納付の時期の

末日（休業日の場合には、その前日とする。以下「各期ごとの授業料の納付期限」という。）ま

でに納付が困難であると認められる場合とする。 

 

 （申請） 

第３条 学群学則第４４条第１号に規定する免除を受けようとする者は、所定の期日までに、次

に掲げる書類を提出しなければならない。 

(1) 大学等における修学の支援に関する法律による授業料免除申請書 

(2) その他学長が提出を求める証明書等 

２ 学群学則第４４条第２号又は大学院学則第５０条第１号に規定する免除を受けようとする者

は、所定の期日までに、次に掲げる書類を提出しなければならない。 

 (1) 授業料免除申請書 

 (2) 経済的理由による納付困難な事情を認定するに足りる学生又は学資負担者の居住地の市

区町村長の証明書 

 (3) その他学長が提出を求める証明書等 



 
 

３ 学群学則第４４条第３号若しくは第４号又は大学院学則第５０条第２号若しくは第３号に規

定する免除を受けようとする者は、所定の期日までに、次に掲げる書類を提出しなければなら

ない。 

 (1) 授業料免除申請書 

 (2) 被害等による納付困難な事情を認定するに足りる学生又は学資負担者の居住地の市区町

村長等の証明書 

 (3) その他学長が提出を求める証明書等 

 

第４条 学群学則第４５条又は大学院学則第５１条に規定する徴収猶予を受けようとする者（学

群学則第４５条第２号又は大学院学則第５１条第２号に該当する場合にあっては、学資負担者

等）は、所定の期日までに、次に掲げる書類を提出しなければならない。 

 (1) 授業料徴収猶予申請書 

 (2) その他学長が提出を求める証明書等 

 

第５条 授業料の徴収を猶予する場合において特別な事情があると認められる場合は、月割分納

を許可することができる。 

２ 前項に規定する月割分納の許可を受けようとする者は、所定の期日までに、次に掲げる書類

を提出しなければならない。 

 (1) 授業料月割分納申請書 

 (2) その他学長が提出を求める証明書等 

 

第６条 免除、徴収猶予又は月割分納の申請は、当該学生等が所属の学群長、総合学域群長、学

術院長又はグローバル教育院の教育院長を経て学長に行うものとする。ただし、第１２条から

第１５条までに規定する場合は、申請を必要としない。 

 

 （選考及び許可） 

第７条 免除の許可は、免除等選考委員会の議を経て学生を担当する副学長（以下「担当副学長」

という。）の選考に基づき、学長が行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、学群学則第４４条第１号、第２条第１項第３号並びに同条第２項

第３号及び第４号に規定する免除の許可は、担当副学長の選考に基づき、学長が行う。 

３ 徴収猶予及び月割分納に係る許可は、担当副学長の選考に基づき、学長が行う。 

４ 前項及び第１項に定めるもののほか、学群学則第４４条第２号から第４号まで及び大学院学

則第５０条に規定する免除、徴収猶予並びに月割分納に係る選考並びに免除等選考委員会に関

し必要な事項は、別に定める。 

 

 （許可の取消し） 

第８条 学群学則第４４条第１号に規定する免除を許可された者が、修学支援法第１２条第１項

に該当することとなった場合には、学長は、許可を取り消すことができる。 

２ 学群学則第４４条第２号から第４号まで若しくは大学院学則第５０条に規定する免除、徴収

猶予又は月割分納を許可された者が、次の各号のいずれかに該当することとなった場合には、

学長は、その許可を取り消すことができる。 

 (1) 免除、徴収猶予又は月割分納の理由が消滅した場合 

 (2) 申請について虚偽の事実が判明した場合 



 
 

 (3) 許可された期間内に懲戒を受けた場合 

３ 前項の規定により免除の許可を取り消された者は、次に掲げる授業料を遅滞なく納付しなけ

ればならない。 

 (1) 前項第１号又は第３号の規定による場合 取消しの日の属する月から当該期の最後の日

までの月割計算により算定した額 

 (2) 前項第２号の規定による場合 免除された額 

４ 第２項各号の規定により徴収猶予又は月割分納の許可を取り消された者は、未納の授業料の

全額を遅滞なく納付しなければならない。 

 

 （免除実施可能額） 

第９条 学群学則第４４条第２号から第４号まで又は大学院学則第５０条に規定する免除に係る

免除実施可能額は、学長が別に定める額とする。 

 

 （免除等の額） 

第１０条 学群学則第４４条又は大学院学則第５０条の規定による免除の額は、原則として、学

群学則別表第１又は大学院学則別表第１に規定する授業料（年額）の２分の１に相当する額の

全額又は一部とする。 

２ 月割分納の額は、学群学則別表第１又は大学院学則別表第１に規定する授業料（年額）の１

２分の１に相当する額とする。 

 

 （徴収の猶予等） 

第１１条 徴収猶予を許可した者に係る授業料は、第１期については８月末日まで、第２期につ

いては２月末日まで、その徴収を猶予する。 

２ 月割分納を許可した者に係る授業料の納付期限は、毎月末日とする。ただし、休業期間中に

月の末日がある場合の当該月割分納の額の納付期限は、当該休業期間の開始する日の前日とす

る。 

 

 （休学した場合） 

第１２条 学群学則第４７条又は大学院学則第５３条に規定する休学を許可又は命ぜられたとき

は、月割計算により休学した日の属する月の翌月（休学した日が月の初日であるときは当該月）

から復学した日の属する月の前月（学群学則第４４条第１号に規定する免除を許可された者に

あっては、復学した日の属する月（復学した日が月の初日であるときは前月））までの授業料を

免除するものとする。ただし、休学を許可又は命ぜられた日が授業料の当該期の納付期限の経

過後であって、徴収猶予又は月割分納を許可されていない学生の当該期の授業料については、

免除しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、学群学則第４４条第１号に規定する免除の許可を受けていた者に

係る復学した日の属する月（復学した日が月の初日である場合を除く。）の免除の額は、当該者

の大学等における修学の支援に関する法律施行令（令和元年政令第４９号）第２条に規定する

免除の額の月割計算により算定した額とする。 

 

 （授業料の未納を理由として除籍した場合） 

第１３条 学長は、授業料の未納を理由として除籍した場合には、当該除籍した学生に係る未納

の授業料の全額を免除することができる。 



 
 

 

 （死亡又は行方不明による免除） 

第１４条 学長は、死亡又は行方不明のため除籍として取り扱う場合には、当該除籍した学生に

係る未納の授業料の全額を免除することができる。 

 

 （徴収猶予又は月割分納を許可された学生が退学した場合） 

第１５条 学長は、徴収猶予又は月割分納を許可された学生に対し、その願出により退学を許可

した場合には、月割計算により退学した日の属する月の翌月以降に納付すべき授業料の全額を

免除することができる。ただし、許可された徴収猶予の期間の満了と同日に退学を許可した場

合は、その期の授業料の全額を徴収する。 

 

 （学長が相当と認める事由がある者に係る免除） 

第１６条 第２条第１項第３号並びに同条第２項第３号から第５号までに規定する免除に関し必

要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

 この法人規程は、平成１６年５月２７日から施行し、同年４月１日から適用する。 

 

   附 則（平１７．３．２４法人規程３５号） 

 この法人規程は、平成１７年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平１８．９．２７法人規程４９号） 

 この法人規程は、平成１８年９月２７日から施行し、この法人規程による改正後の国立大学法

人筑波大学授業料の免除及び徴収猶予規程の規定は、同年４月１日から適用する。 

 

 附 則（平１９．３．９法人規程９号） 

 この法人規程は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平２１．３．４法人規程１２号） 

 この法人規程は、平成２１年３月４日から施行し、改正後の筑波大学授業料の免除及び徴収猶

予規程の規定は、平成２０年４月１日から適用する。 

 

 附 則（平２２．３．２５法人規程２１号） 

 この法人規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

附 則（平２３．４．８法人規程２９号） 

 この法人規程は、平成２３年４月８日から施行し、改正後の筑波大学授業料の免除及び徴収猶

予規程の規定は、同年４月１日から適用する。 

 

附 則（平２４．３．３０法人規程３９号） 

 この法人規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

附 則（平２４．９．６法人規程５２号） 



 
 

 この法人規程は、平成２４年９月６日から施行し、改正後の筑波大学授業料の免除及び徴収猶

予規程の規定は、平成２４年４月１日から適用する。 

 

附 則（平２６．７．２４法人規程６０号） 

 この法人規程は、平成２６年７月２４日から施行し、改正後の筑波大学授業料の免除及び徴収

猶予規程の規定は、平成２６年４月１日から適用する。 

 

附 則（平２８．６．２３法人規程６４号） 

 この法人規程は、平成２８年６月２３日から施行し、改正後の筑波大学授業料の免除及び徴収

猶予規程の規定は、平成２８年４月１日から適用する。 

 

附 則（平２９．１２．２１法人規程５７号） 

 この法人規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

附 則（令元．１２．２６法人規程３７号） 

 （施行期日） 

１ この法人規程は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 国立大学法人筑波大学の組織及び運営の基本に関する規則の一部を改正する法人規則（令和

元年法人規則第１５号）附則第３条の規定によりなお従前の例によるとされた研究科の研究科

長に係る第６条の規定の適用については、この法人規程による改正後の規定にかかわらず、な

お従前の例による。 

 

附 則（令２．３．２６法人規程３４号） 

（施行期日） 

１ この法人規程は、令和２年４月１日から施行する。 

 （日本学生支援機構給付奨学金の予約採用者に対する授業料免除実施要領の廃止） 

２ 日本学生支援機構給付奨学金の予約採用者に対する授業料免除実施要領（平成２９年１２月

２１日副学長（学生担当）決定）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ この法人規程の施行の日（以下「施行日」という。）前に学群又は地球規模課題学位プログラ

ム（学士）（第５項において「学群等」という。）の学生であって施行日以後も引き続き当該学

群等の学生であるものが、学群学則第４４条第１号に規定する免除の許可を受けることとなっ

た場合の免除の額がこの法人規程による改正前の筑波大学授業料の免除及び徴収猶予規程（第

５項において「旧規程」という。）の規定を適用した場合における免除の額（以下この項及び第

５項において「旧免除額」という。）を下回る場合にあってはその差額を、同号に規定する免除

が不許可となった場合又は担当副学長が別に定める場合にあっては旧免除額を、それぞれ予算

の範囲内において免除することができる。 

４ 施行日前に Japan-Expert（学士）プログラムの学生であって、施行日以後も引き続き当該プ

ログラムの学生であるものについては、この法人規程による改正後の筑波大学授業料の免除及

び徴収猶予規程の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

５ 施行日以後に新たに学群等又は総合学域群の学生となった者であって、学群学則第４４条第

１号に規定する免除が不許可となったもの又は担当副学長が別に定める場合に該当するものが、



 
 

旧規程の規定を適用した場合において免除の許可を受けることとなるときは、当分の間、予算

の範囲内において旧免除額の一部を免除することができる。 

 

附 則（令２．１０．２２法人規程６３号） 

 この法人規程は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則（令２．１０．２２法人規程６４号） 

 この法人規程は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則（令３．１．２８法人規程３号） 

（施行期日） 

１ この法人規程は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この法人規程の施行の日（以下「施行日」という。）前に地球規模課題学位プログラム（学士）

の学生であって施行日以後も引き続き当該学位プログラムの学生であるもの及び施行日前に学

群英語コースを卒業し大学院に進学した学生であって施行日以後も引き続き当該大学院の学生

であるものについては、この法人規程による改正後の筑波大学授業料の免除及び徴収猶予規程

の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

 

附 則（令４．３．２４法人規程２５号） 

 この法人規程は、令和４年４月１日から施行する。 

 


